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1

1945年7月のアトリー(ClementAttlee)労働党政権の誕生は,その

掲げる革新的な社会民主主義的な内政上の公約の実現への期待あるいは

警戒の念を当然,イギリス内外の人々の間にかきたてたのであるが,そ

れとともに,このイギリス政治史上はじめての本格的な労働党政権が,
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それまでの保守党主導のチャーチル(WinstonS.Churchill)連立政権

と外政のうえでどのような独自の,｢革新的｣な政策をうちだすのであろ

うかとの期待あるいは警戒の念をもまたよびおとしたであろうことは想

像に難くない｡しかしこの点に関しては,1951年秋に彼らが第2次

チャーチル保守党内閣に政権の座を譲った暗まで,その外交政策は一貫

して保守党からもほぼ全面的な支持を受けた超党派的なものでありつづ

け,その意味ではこの政権発足当初の期待あるいは懸念は,その是非は

ともかく裏切られた,というように当時も,そして今日も一般にほ解釈

されているようである｡

しかし,このような解釈については,それを1951年秋の政権交替時点

での労働党内閣の外交政策の全体像と,それに引き続いた政権奪還直後

の保守党政権の外交政策との比較に限定するならば,まず基本的に正し

いといってよいのであるが,1945年7月の労働党政権発足時から常にそ

のような一貫した超党派的な外交政策が労働党政権内部で一致して志向

されていたとするのには大きな問題があることが,近年のイギリス外交

史研究の進展の明らかにするところである｡そして本稿もまた,そのよ

うな労働党政権の外交政策が,すくなくともその政権の半ばすぎまで

(1948年末から1949年秋にかけてが,後に見るように政策の大きな転

換が行われた時期である)は維持していた対西ヨーロツ/く･対世界戦略

上の極めてユニークな,その後のイギリス外交政策の基本指針とは大い

に異なる特徴がいかなるものであったのかを,表題に掲げるように,と

くに対酉ヨーロ･ッパの経済外交政策という点に限定してではあるが,解

き明かし,その中で特に外務,大蔵,商務の3省庁間の意見の相違をき

めこまかく分析することによって,既存の研究には見られない角度から

の分析を加え,より忠実な歴史像の再現を試みることを目的とするもの

である｡
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2

1950年初秋,当時,アトリー労働党政権のもとにあったイギリス政府

が,フランス政府によって提唱された,西ヨーロッパ諸国の石炭鉄鋼産

業を｢超国家主権的｣(supranational)機関のもとに統合するシューマ

ン･プラン(後のヨーロッパ石炭鉄鋼共同体:ECSC)実現のためのフラ

ンス,西ドイツ,イタリア,べネルクスの6ケ国による交渉への参加を

拒否し,後にヨーロッパ共同体(EC,今のヨーロッパ連合:EU)へと発

展していった大陸におけるヨーロッパ統合運動とほ一線を画して以来,

イギリスは西ヨーロッパの主要列強の中で,最もヨーロッパの｢経済統

合｣という理想に対して消極的な国であるという印象が(およそ20年を

経てイギリスが結局その中に参加した後も,そしておそらくは現在にい

たっても)一般的にほ世界中で抱かれているのではないだろうか?

このような印象が一般に形成された一つの理由としては,アメリカ合

衆国を盟主として仰ぎ,大西洋両岸の西側自由主義諸国を結び付ける,

｢非超国家主権的｣な軍事同盟組織である北大西洋条約機構(NATO)

の形成に際して,まさにイギリスこそが,そのような条約締結の必要を

最初に指摘し,そのための交渉においても重要な役割を果たしたという

歴史的事実の認識があることはまちがいないだろう｡確かに,これら二

つの事実,すなわちNATO形成過程への積極的貢献と,ECSC形成過程

での極めて消極的な態度からは,当時(1940年代末から1950年代なか

ば)のイギリスにとって,その国益上優先されるべき関係は,かつての

大英帝国の遺産であるコモンウェルス間の連携と,アメリカとのいわゆ

る｢特別な関係=thespecialrelationship｣(何がどう特別なのかは後述

する)の二つであり,大陸西ヨーロッパ諸国との｢経済統合｣は,イギ

リスの政策決定者たちの胸の内では大きな比重を占めてほいなかった,

すくなくとも自国が直接参加することが望ましいと思われるはどの,重

要なissueであるとは認識されていなかったというのが,妥当な解釈で
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あろう｡

確かに1940年代が終わり,1950年代になって,本格的に上記のシュー

マン･プランの如き西ヨーロッパの経済統合計画が登場しはじめたころ

の,イギリスの高度政策決定者達が抱いていた認識としては,そのよう

に理解することは間違いではない｡ただ,そのような認識が,第2次大

戦が終わり,新たな秩序形成のための指針がイギリス政府内部において

も模索されつつあった終戦直後の時期から全く変化することなく維持さ

れつづけてきたものであるという解釈を下すならば,それは明白な誤り

である｡事実は,少なくともイギリス外務省内部に限るならば,1949年

秋まで,イギリス政府は,大陸西ヨーロッパ諸国との緊密な協力関係の

構築,すなわち彼らとの,超国家主権的なものも含む,何らかの形での

｢経済統合｣を目指すことによってこそ,戦後世界の中での自らの国力,

国際的影響力を最大化する形での新たな,そして望ましい秩序形成が可

能であると信じ,そのための政策の立案と遂行を最も重要な外交的目標

としていたのである｡

筆者は既発表の拙稿の中で簡単にふれているように(1),基本的にこの

解釈を支持するものである｡しかし,このような,筆者の思うところの,

より正確な歴史認識はいまだ一般的なものとはなっていないようであ

り,近年にいたっても,通俗的あるいほ教科書的解釈による,戦後西ヨー

ロッパ政治外交史の記述は,以下に示すような表面的なものに要約され

得るようである｡すなわち,ヨーロツ/くの統合はその始まりから,主と

してフランスによって指導された運動であり,イギリスはそれに対して

敵対的な姿勢をとっていた,そして1945年から1951年にかけて政権に

あったアトリー労働党内閣ほ近隣西ヨーロッパ諸国との間に緊密な政治

的,経済的関係を構築することには消極的であり,第2次大戦直後から,

コモンウェルス内部の結束および大西洋を超えたアメリカとの同盟関係

の構築に熱心であった,というような理解である｡
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例えば,同時期のイギリス政府の一次史料が公開された後に善かれた,

最初の,そして今のところは唯一の,多角的視点にたった包括的な当時

のイギリス外交政策史である,アラン･バロック(AllanBullock)によ

るアトリー政権外相アーネスト･ペグィソ(Ernest Bevin)の伝記

(且用gSfβe〃Z乃,凡作な乃滋c柁由り,(0Ⅹford,1983))は,べヴィソと外

務省にとってほ,イギリスとアメリカによる大西洋をまたぐ協力関係の

構築こそが,最初からその第一の目標であり,西ヨーロッパ諸国との協

力関係の構築は二次的な目標でしかなかった,というように描いている｡

したがってまた,NATOの形成こそは彼らが1945年から終始追求して

きた外交目標の実現であり,そうやって形成された大西洋同盟の中で,

イギリスは北アメリカと西ヨーロッパという二つのことなる地域の間

で,自らほコモンウ主ルス諸国の支持を背景にしつつ,独自の｢仲介者｣

としての役割を果たすことによって,世界の他のいかなる国とも異なる

｢特別｣な関係をアメリカとの間に築き,国際秩序維持の一翼を担うこ

とを,当初からのプランとして抱いていた,とも解釈されている(2)｡

より新しい,他の研究者によるイギリスとヨーロッパ統合運動の関係

の歴史を描いた幾つかの著作を見ても,イギリスは,イギリス自身を除

く西ヨーロッパ諸国同士の統合への動きを,ソ連に対する防壁の構築と

してある程度までは奨励したようであるが,自らそのような統合運動に

参加する意思は持たなかったという記述がなされている｡例えば,現代

イギリスにおけるイギリス=EC(EU)関係研究の第一人老である,ス

ティーブン･ジョージ(StephenGeorge)は,このような当時のイギリ

ス政府の決断の理由として,イギリス政府は西ヨーロッパよりも,アメ

リカおよびコモンウェルスとの政治的,経済的,軍事的結び付きを重視

していたからだとしている(3)｡

しかし,すでにのべたように近年になってナトリー政権時代のイギリ

スの対ヨーロッパ政策,対米政策,あるいは対世界戦略全体といっても
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よいであろうが,そういう政策の歴史的解釈における｢修正主義｣的解

釈とでもいうべき研究成果が出現しつつある｡これらの研究によれば,

終戦直後の時期において,すくなくとも1948年後半までは,イギリス政

府こそが,自らの国際的影響力拡大を目的として,自ら｢参加｣する,

西ヨーロッパ統合の促進のための主導的役割を果たしたのであると主張

される｡そして,1949年秋になってはじめて,国際情勢の変化にともな

い,イギリス政府は,経済的,政治的,軍事的な様々な理由からその政

策の変更を迫られ,その後1950年代になり,本格的なヨーロッパ統合の

ための組織を構築していったフランス以下6ケ国とほ距離を置くことと

なったともされる｡さらに,この解釈の中では,1948年から1949年にか

けてのイギリスによるNATO形成のための努力は,イギリス政府の中

にそのような形での英米間の｢特別な関係｣形成を狙った元々の計画が

あったからではなく,アメリカから安全保障上の支援を受けることによ

り西ヨーロッパ諸国間に政治的安定を作り出し,最大の目標である自ら

の主導下での西ヨーロッパ統合を促進するための道具を獲得する必要が

あったからなされたのであると説明される(4)｡

何の予備知識もなしで接するならば,この二つの対立する解釈は,ど

ちらも同程度に説得力を持つ議論のように聞こえるであろうし,おそら

くほ双方ともに幾分かの真実を内包しているのでほあろう｡そこで結局

は,疑問を持つ読者あるいは他の研究者は自ら,入手しうる限りの最善

の一次史料である,当時のイギリス政府公文書を検討し,より真実に近

いと思われる独自の史実の解釈を描き出す必要が生じるのである｡そし

て本稿もまたそのような必要のったない産物である｡

また本稿でほ目次からもおわかりのように,当時のイギリス政府の対

西ヨーロッパ経済外交政策の政府内部での形成プロセスの分析に大きな

焦点があてられることになる｡それゆえ経済史家たちが,この時期のイ

ギリスの経済政策についてどのような分析をほどこしているか,そして
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それらがどういう点で,外交政策史的視点からみて,不充分なものであ

るのかということも,本論に入る前にふれなくてはならないであろう｡

まず,この時期のイギリス経済政策史の決定版ともいえるのが,実際

に労働党政権の経済顧問として経済政策立案に関与した経験を持つ,ア

レック･ケアソクロス(SirAlecCairncross)による,iセa7SqfRecoue13L

BritishEconomicfわIicyl朗5-51,(London,1985)であり,同書は未だ

にこれを超えるだけのもののない力作でほある｡しかし,本稿の関心か

ら見た場合の最大の難点は,基本的に同書は大蔵省を中心とした経済官

庁の視点にたって経済政策の立案･遂行過程を措いており,一国の対外

経済政策が当然持たざるをえないその国の基本的外交政策の変遷との関

連についての分析ははとんどなされていないのである｡同じ事ほケアン

クロスの著作にまさるともおとらない力作である,アラン･ミルワード

(AlanS.Milward)の77ie ReconstYuCtion〆t4biern助YPPe1945

-51,(Routledge,1992ed.)についても言えることである｡同書は表題の

示すように,イギリスー国のみではなくアメリカをも含めた戦後西ヨー

ロッパの経済復興に関与した主要な諸国の政策の分析を多角的におこ

なった,極めて有益な著作であるが,残念ながら,その多角性のために

本稿での筆者の主要な関心たるイギリス政府内部での外務省と他の経済

官庁問の政策決定過程でのやりとりについては,とても充分にふれられ

ているとはいえない｡またその対象時期が事実上マーシャル･プラン以

降に限定されているのも筆者としては不満の残るところである｡

ここで注意しなくてはならないのほ,同様な欠点は上掲した｢修正主

義派｣の外交史家たちの著作についてもいえることであり,彼らの場合,

逆に外務省を中心として政治的･軍事戟略的な政策考慮の分析は周到に

おこなっているが,経済官庁の意思決定過程への関与の分析はほとんど

なされていないに等しい｡

またより具体的な点をとりあげるならば,本稿において大きな分量を
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割いて語られることになる西ヨーロッパ関税同盟構想についての扱い,

その政府内部でのissueとしての重要性の認識が,経済史家たちと外交

史家たちとでは頗著な差が見られる(概して後者の方がこの問題を重要

視している)｡こういった問題もやはり,双方が偏った史料の分析に頼っ

ているがゆえのものであろう｡そこで必要となるのが少なくとも,外務

省,大蔵省,商務省,そして3省の意見のぶつかる場である内閣および

各種内閣委員会の5種類のみなもとから史料を均等にくみあげて分析を

することであり,本稿ではいささかなりともその点が実現されるように

努力をつくしたつもりである｡

3

このように筆者がとりあげようとする時期のイギリス政府の対西ヨー

ロッパ経済協力政策についての分析が,当然なされてしかるべきである

ようなバランスのとれた視点からなされてきてほいない,ということの

原因として一つ考えられるのほ,･この議論が結局は後に詳しく見ていく

ように,当初の外務省の政策構想に対して決して順風とほいえなかった

客観的経済情勢と経済官庁からの反対意見のためにはとんど現実的成果

を残すことなく放棄を余儀なくされた政策案をめぐるものであった,と

いう事実である｡確かに,大半が政府内部での議論に終始し,外交史の

表舞台に華々しく登場することのなかったissueに対しては誰しもつい

軽視しがちになるであろうことはわからないこともない｡しかし,その

ことと,そのようなissueの,より正確な外交史を描き出す上での重要性

の多寡とには本来,自動的な比例関係はないはずであると筆者は考える｡

たとえ｢失敗した｣あるいほ｢公式の政策にならなかった｣政策案をめ

くやっての議論であったとしても,それが,後に見てゆくように4年間も

の長きにわたって常に政府の中枢部で高級官僚と主要閣僚をまきこんだ

議論の材料として存在しつづけたという事実はやはりこの問題が,それ
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だけの関心を集めるにたるだけの重要性をもっていたからであると筆者

は考える｡むしろ,このような未解決なまま相当の期間にわたって政権

内部に存在しつづけた問題の中にこそ,その政権がおかれていた主観

的･客観的双方の政策決定上の制約条件を理解する助けがあるのではな

いだろうか｡

そして,この対西ヨーロッパ経済協力問題こそはそのような見地から

見てまさに戦後イギリス外交史の重要な側面のより深い理解を可能にす

る問題であると筆者には思われる｡それはすなわちイギリスの世界的大

国としての地位の喪失という客観的現実と,政策決定者たちの主観的な

レベルでのその事実の否認,その結果生じたイギリスのもつリソースと

は遊離した政策構想の形成,というすくなくとも1956年のスエズ戦争ま

でほ続く戦後イギリス外交政策のもった根本的矛盾という側面である｡

後に見てゆくように西ヨーロッパ関税同盟の実現を強く求めた時期の外

務省とそれに強く反対した大蔵･商務両省も,また西ヨーロッパ関税同

構想放棄後の,一方でほ西ヨーロツ/く=OEECに足掛かりをもち他方で

北米のドル地域とスクーリング地域の協力関係強化に努めるという｢二

股政策｣の採用で合意した後の外務,大蔵,商務3省も,いずれも世界

的大国意識という強力な呪縛から決して抜け出すことができなかった,

そしてそれゆえに具体的政策構想の段階になって(後世からみて)客観

的現実の指し示すところの最良の選択ができなかったという点でほ,何

ら変わるところはなかったのである｡

4

本論に入る前にもう一度,基本的論旨を整理させていただくと,以下

のようなものになる｡まずごく単純化するなら,イギリス外務省の戦後

世界秩序構想は当初,西ヨーロッパの自由主義諸国をイギリス(および

その帝国･コモンウェルス=スクーリング地域)の指導下に結束させる

(49)



論 説

ことによって,経済的･政治的･イデオロギイ的･軍事的に,究極的に

は,ソ連･東欧圏に対しても,西半球=太平洋のアメリカの勢力圏=ド

ル地域に対しても独立し,世界政治の中で,対等の発言権を持つ,一大

勢力圏,"TheThirdForce"をつくりあげ,三者間での勢力の均衡を保

つことこそ,望ましい戦後世界の在り方である,という構想として誕生

した｡そしてその中でも経済面での大胆な西ヨーロッパとの協力関係の

確立がこの政策案の最重要な柱として考案されたのである｡このような

政策案が生まれた最大の理由は,外務省の人間達にとって,イギリスが

米ソに伍する世界的大国の地位から転落することなどありえない,あっ

てほならないし,その基礎のもとにたってイギリス外交は展開されなく

てはならないという強い確信の存在であった｡

しかし,その後4年間をへるうちに,外務省は当初構想実現のための

政府内部でのコンセンサスの確立を追求したが,その努力は,外務省と

同じようにイギリスの世界的大国としての地位の確保は最重要視した

が,そのための手段としてほ,西ヨーロッパとの経済協力の過度の進展

は適当でないと考えた大蔵･商務両省の強い抵抗に直面し,しだいにイ

ギリスの持つリソースの限界という内的条件と,冷戦進展の下での西側

の盟主としてのアメリカの台頭という,新たな国際秩序の形成という外

的条件の命じるところにより,当初構想の大幅な変更が避けられないも

のとなっていった｡

そしてその結果,1949年秋までには新たな,あるべき世界秩序とその

中でのイギリス(およびその帝国･コモンウェルス)の役割として,イ

ギリス政府内部でほ,北米のドル地域(=アメリカの直接の勢力圏)と

の経済協力関係を強化し,その一方で独自の地域的統合への動きを見せ

つつあった西ヨーロッパとの経済協力関係には一定の距離をおくべきで

あるというコンセンサスが得られ,これら二つの地域とイギリスが構成

する｢大西洋共同体｣の中でも特に前者との"thespecialrelationship"
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の構築と維持をもって,イギリスは世界の秩序維持の一端をになうべき

であるという,新たな基本的構想を形成するに至った｡

以上の論旨は上述したいわゆる｢修正主義者｣たちの解釈を大筋では

再確認するものであるが,政策変容過程の細部の分析,特にイギリス政

府が政策変更を迫られた原因の分析において,上述のように外務省と経

済官庁との間の見解の相違に注目することによってより精密な分析を試

みるものである｡本稿が取り扱うような,新たな秩序形成期である戦後

世界に臨むにあたっての根本的外交戦略の一環としての対外経済政策の

決定という問題に際しては,その決定の実行にともなう国家的レベルで

の経済的コスト/ベネフィットの考慮は不可欠であり,それゆえ,経済官

庁の視点も,外務省という外交政策策定の専任官庁の視点と同程度の重

みをもって,分析の視野に入れられなくてはならないのである｡
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(Leicester,1993)を見よ｡

第1章 マーシャル･プラン以前のイギリス政府内の対西

ヨーロッパ経済協力政策をめぐる議論,1945年春

～1947年夏

1

すでに述べたように,イギリス外務省の対西ヨーロッパ経済協力推進

という政策構想は,より大きな基本的戦後外交政策構想の(重要な)一

部として誕生したものであり,まず,その大枠としての基本的外交構想

の内容について,若干なりともふれておく必要があるだろう｡

これは既発表の拙稿においていささか詳しくふれてあるので,詳細は

そちらを参照していただくものとして,ここでほその説明ほはんの概観

にとどめておく｡イギリス外務省内部でほすでに1944年中に,戦後の西

ヨーロッパにおける秩序形成のありかたとしては,``awesternbloc"と

彼らがなづけた西ヨーロッパ自由主義諸国をイギリスのリーダーシップ

のもとにまとめあげて一大勢力圏を形成することが望ましいという意見

が,官僚レベルでは形成されていた｡ただしこの``awesternbloc"構

想は,終戦前から,戦後ヨーロッパにおいて東側のソ連勢力圏は潜在的

な軍事的･政治的脅威となることを予想していた一部外務官僚によって,

｢軍事的｣色彩の強い,西ヨーロッパ諸国による地域的安全保障体制と

して考案された(もちろん,これには,ドイツの復興に対する安全保障

の道具という意味合いもこめられていた)ものであり,本稿の主題であ

る対西ヨーロッパ経済協力の推進という非軍事的手段によるイギリスと

西ヨーロッパのブロック化という後に生まれる構想とほ異なるもので

あった｡終戦前までに,この構想は閣僚レベルでの考慮の対象になった

のであるが,戦後の4大国首脳外交の継続and/or予定されていた国際

(52)



アトリー労働党政権と西ヨーロッパの経済協力問題,1945年-1949年(1)

連合を通じた4大国協調を,国際秩序維持の主要な道具として期待して

いた当時の連立政権首脳,特にチャーチルとイーデソにより,結局その

採用を拒否されることとなった(=西ヨーロツ/くにおける軍事同盟的色

彩の強いブロック形成ほソ連を刺激するおそれがあるという懸念およ

び,チャーチルの考えでは,そのような西ヨーロッパ軍事ブロックの形

成はアメリカのヨーロッパからの撤退を促すのでほないかというおそれ

もあったようである)(1)｡

こうして一端ほ閣僚レベルで退けられたわけであるが,この構想は終

戦直前になり,より包括的な戦後イギリスの対世界板木戦略へと発展さ

せられ,新たに誕生した労働党政権の外相ペグィソからの強い支持を獲

得し,1945年8月半ばまでには,外務省内部でのマスター･プランとし

て採用されることに成功する｡この新たな構想は,西ヨーロッパ諸国,

中でもフランスを中心的同盟国として,軍事面も含むが,それだけでな

く経済的,政治的,文化的といったあらゆる側面を包括する緊密な協力

関係=統合体をイギリスのリーダーシップの下に西ヨーロツ/くにつくり

あげ,それら諸国のもつ海外領土の資源を利用して,この勢力圏を,ソ

連型社会主義とも,アメリカ型資本主義ともちがう,ヨーロッパ独自の

社会民主主義的イデオロギーに価値をおいた,第3のそして米ソと対等

の世界勢力に仕立てあげるという構想であった｡

このマスター･プランの中核を形成したのが,当時の外務事務次官代

理,サージェソト(Sir Orme Sargent)による｢欧州戦勝後の総括｣

("StocktakingafterVEday't)と題する覚書であり,これも,既に別

稿において詳細にふれたので,ここではその中でも対西ヨーロッパ経済

協力問題がどう位置付けられていたかについてのみ述べる｡まずサー

ジェソトは,戦後イギリス外交の直面する3つの主要な問題の一つとし

て,｢ソ連軍による東欧の大部分の占領とソ連政府の将来の政策一般｣お

よび｢米ソ仏と合意しながらドイツを管理しその将来を決定すること｣
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とならんで｢ヨーロッパ全体の経済的破綻を防ぐための経済復興｣を挙

げ,米ソに対してイギリスを同等の大国と認めさせるためにほ,イギリ

スは｢みずからその味方となる勢力を紐織するなんらかの手段を講じな

ければ｣ならず,そのためには｢我が国の勢力を外交の分野においての

みならず経済および軍事的分野においても強化することが肝要である｣

と指摘している｡そしてそのイギリスの仲間としては,｢フランスおよび

他の中小西ヨーロッパ諸国,そしてもちろん自治領諸国｣を選ぶのであ

るが,当面の経済危機につけこんだ西ヨーロッパでのソ連の政治的影響

力増大防止のためには,とりあえず｢アメリカからの全面的協力(co-

Operation)を得ることが極めて重要である｡というのも,アメリカだけ

が欧州の経済的危機に対処しうる物質的力を保有しているからである｣

と(あくまでも)｢一時的｣なアメリカの支援の必要を指摘している｡そ

して結論として,｢我々はヨーロツ/くの経済的危機に対処するための,あ

らゆる努力をしなくてはならない｡それは単にそうすることが我が国自

身にとって有益一繁栄するヨ一口ツ/くはイギリスにとって最良の輸出

市場となる-だからだけではなく,そうすることによって,我が国と

アメリカが利用可能な物質的資源を,ソ連政府が常に自国のために用い

るであろう共産主義のプロパガンダに対抗する,ヨーロッパ全般にわ

たっての重石とするためにも必要なのである｣と結んでいる(2)｡

アトリー労働党政権の新外相,アーネスト･ペグィソがその職につい

たとき,彼が直面していた状況が決して容易なものではない,というよ

りむしろはなはだ困難ものであったことはいうをまたない｡本稿との関

連で重要な当時のイギリスの置かれていた経済･財政状況だけに限って

みても,イギリスは第2次大戦を通じて,10億ポンドもの海外資産を換

金費消し,45年末までにはポンド･ドル合わせての対外債務は35億ポン

ドに達し,合計で47億ポンドもの資産の流出があったと推定されてい

る｡国際収支の赤字は戦争を通じて全体で100億ポンドにも膨れあがり,
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1944年の経常収支の赤字は25億ポンドであった｡これは単なる国富の

減少というだ桝こほとどまらず,イギリス経済の脆弱性からくるポンド

への国際通貨としての信頼性を大きく損なうという悪影響をも,戦後長

期にわたりもたらすことにもなった｡戟争経済遂行のため輸出は戦前の

レベルから30%も減り,乏しい外貨収入のため輸入ほ1938年の60%に

まで抑制されざるをえず,政府内部では戦前のレベルを超えた貿易の回

復には3年から5年がかかると見積もられていた｡1946年のみでも国際

収支の赤字は75億ポンド(当時の全純金およびドル備蓄の半分)に達す

るとみつもられ,さらにその後3～5年間にかけての,50億ポンドの赤字

増大がみこまれ,全体として125億ポンドの国際収支赤字という数字が

予想されていたが,この巨大な予想ですら1946年末までに輸出は戦前レ

ベルに回復し,雇用と生産性の増大はあっても輸入ほ戦前水準にとどま

るという,きわめて楽観的な基礎のもとにたてられたものであった(こ

の種の統計についてほ資料によって数字のばらつきがあることは避けが

たいことであり,本文中の数字も,絶対確実なものではない｡参考まで

に別の数字を注釈の中に掲げておいた)(3)｡

しかしこのような状況の中でも,ペグィソと外務官僚たちにほ,すで

にみたサージェソトの覚書が示すように,米ソとならぶ`TheBigThree'

としてのイギリスの国際的地位を放棄し,ただの二級の債務国に成り下

がるつもりなどさらさらなかったのである｡彼らとしても当時のイギリ

スの持つ経済的リソースが,彼らがイギリスにとってふさわしいと考え

た地位に見合うものであるとはとても言えないことは理解していた｡し

かし,彼らにとってイギリスのこの経済的窮状はあくまでも一時的なも

のであるとと理解されており,それゆえ現状を是認するのでなく旧状を

回復するための外交的努力がなされなくてはならないのであった｡

もちろん,ペグィソや外務官僚たちも,イギリスがまったくの独力で

そのような努力をなしえないことまでほ理解しており,このような状況
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下ではイギリスはその｢一時的｣な困難から完全に脱出するまでほ外部

からの何らかの支援が必要であるとは考えていた｡そのための,主要な

パートナーとして彼らがまず白羽の矢をたてたのがフランスを中心とす

る大陸西ヨーロッパの近隣諸国であり,すでにみたようにこの構想ほ当

初,"aWesternbloc"の形成という軍事的意味合いの強いものから始ま

りながら,1945年夏までにほ経済的･政治的協力をメインにした新たな

構想として新外相ペグィン丹こよる採用を待つばかりの状態になっていた

のである｡主要な西ヨーロッパ諸国をイギリスのリーダーシップの下に

まとめあげ植民地帝国の未開発資源を含む参加諸国のリソースをフルに

活用することによって,イギリスは究極的には政治的にも,経済的にも,

軍事的にも米ソと対等のヨーロッパに基礎を置く大国となりうるという

のが,外務省とペグィンの発想だったのである(4)｡

具体的なステップとして構想されたのは,第一にフランスとの軍事

的･経済的･政治的･文化的協力関係の強化,両国の海外植民地,特に

アフリカの資源の共同開発であった｡そしてこの関係の完成後,この包

括的同盟ほ他の中小ヨーロッパ諸国にも拡大され,将来的には関税同

盟=共同市場の形成にまで発展してゆくべきものとされていた｡1945年

7月中旬の時点で外務省が考えていたのは,まず英仏2国間同盟条約を

基礎として,そこに北西ヨーロッパの中小諸国を,包括的な多国間条約

ないしは英仏と個別に各国が条約を締結するという,どちらかのかたち

で結び付けることにより,国連憲章第8章の枠組内での｢西ヨーロッパ

の地域的共同体｣,すなわち"aWesternGroup''の形成をはかるという

構想であり(5),そのような西ヨーロッパの地域的システムの形成が持つ

であろう政治的,経済的利益は数多くあると指摘されていた｡中でも経

済的利益とされるものに限ってみても,そのようなシステムの形成は,

(i)終戦およびそれにともなう武器貸与法の停止以降も,イギリスがその

大国としてのコミットメソトを維持するためにほ,その限られた人的資
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源に大きな負担がかかるが,その供給源となる,(ii)軍事的安全保障と政

治的目的のための協力関係強化は,より幅広い規模での経済的協力(=

すなわちブレトン･ウッヅ体制)に対して敵対的なものとならないよう

な形で考案された経済的協力関係の強化によって補強されうる,Giカ船舶

や熟練労働力といった経済的資源の共同管理･保護は参加諸国に経済的

利益をもたらす,といったメリットがあると指摘されていた(6)｡そして,

この基本構想は上記のように第2次大戦終結の直前,1945年8月中旬に

外務省内部において,新外相ペグィンの賛同を得て今後のイギリス外交

のマスター･プランとして承認されたのである(7)｡

2

こうして,外務省の戦後外交の基本構想は新政権発足後早々に,省内

での合意形成をみたのであるが,いざそれを実行に移すというのは容易

なことでほなかった｡まず第一に外務省の構想の要となる対仏政治･経

済･軍事協力関係の強化という政策ほ,フランス側の当時採用していた

外交路線と,イギリスのそれとのずれから3つの問題に直面し,順調に

は進展させられなかった｡結果的に問題の解決が困難であった度合の大

きさの順番でいうと,(i)ドイツの戦後処理,特に賠償の取り立て,ザー

ル地方の帰属問題,ルール地域のドイツ産業の復興が許される程度をめ

ぐる対立(=イギリスは占領負担の軽減,経済不安を背景とした共産党

勢力の増大の回避,そして西ヨーロッパ経済全体の復興笹不可欠なもの

としてドイツの西側占領地域の早期のかつ高度の産業復興を求めていた

が,フランスほドイツ軍国主義復活への不安から強硬な賠償取立と産業

水準を低く維持すること,ザール,ルールといった基幹的産業地域の自

国または国際管理を要求していた),(ii)これほドイツ問題についてのフラ

ンスの態度との関連からも生じた問題であるが,当時のフランスのソ連

寄りで反英米的な姿勢の存在(=つまりドイツ問題での自らの要求実現
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のためにはソ連の支持を必要とするため,ソ連を刺激するようなイギリ

スとの同盟には消極的にならざるをえない),6iカレヴアント地方のフラン

スの権益の維持の是非をめぐる対立の3つであり,Giカは比較的容易にか

つ早期に解決できたが,(i)および(ii)が一応の解決をみるまでにはにはそ

の後2年以上を要したのである(1947年春のモスクワ4ケ国外相理事会

でのソ連のフランスへの協力拒否がドイツ問題についてフランスを英米

との協調路線にむかわせる転換点になる)(8)｡

結局,これらの問題のため,外務省構想の最初の2年弱の期間での目

にみえる具体的成果としては,1946年秋の両国間の貿易問題を議論する

ための英仏経済協力委員会の形成と1947年初めの,当時のフランス社会

党政権による申し出を受けてのダンケルク条約(対独相互防衛条約)の

調印の2つにとどまるのみであり,後者も,ドイツの将来の問題につい

てはとりあえず棚上げにしておくという条件の下での合意であり,実効

性の少ない,｢成果｣とよぶのもあまりふさわしくない内容であった｡そ

してこの期間にあらためて浮上した障害ないし問題としては(i)すでに述

べたようなドイツ戦後処理をめぐるフランスとの意見の不一致,(ii)イギ

リス自身の財政的危機の進展,さらに地中海･近東のイギリス影響力圏

(いわゆる"theNorthernTier"=イラン,トルコ,ギリシャ)でのソ

連の軍事的･政治的脅威の増大とおもわれる現象の発生(=これらほい

ずれもアメリカからの援助(45年末の対英ドル借款による直接的財政援

助および47年春のトルーマン･ドクトリンによる上記地域での軍事的コ

ミットメソトのアメリカによる限定的肩代わり)によって当座の解決を

みるが,その過程で,外務省のマスター･プランの内包する対米独立志

向と根本的に相容れない対米依存度の増大を招くという矛盾が生まれる

ことになる)(9),6iカそして,本稿の関係から最も重要な問題点であるが,

対仏経済協力関係強化と,それに引き続くステップとして,外務省がべ

ネルクス諸国との同盟条約とならんで提案した他の西ヨーロッパ諸国も
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含めた関税同盟形成構想へのイギリス政府内部(経済官庁)からの異論,

すなわち後で詳しくみるような,イギリス以上の外貨不足に悩む西ヨー

ロッパ市場との貿易拡大は国際収支の改善というイギリスの対外経済政

策上の最重要課題にとってはむしろマイナスの効果しかもたず,スクー

リング地域内部の貿易か,ドル地域との貿易の拡大の方がイギリスの国

際収支にとってははるかに有益である,という経済官庁(および植民省,

コモンウェルス関係省)の意見の噴出であった(10)｡

以下,1945年以来のそのような外務省による対西ヨーロッパ経済協力

関係強化･西ヨーロッパ関税同盟形成の提案と大蔵･商務の2省を中心

とする他省庁からの,それへの反対意見の応酬の過程を,詳細に述べる

こととする｡

3

上述のように本稿においては,外務省が実現をもくろんでいた,より

大きな戦後イギリス外交の基本政策の枠組みの中での,戦後のイギリス

政府内部での対西ヨーロッパ経済協力問題の議論がいかなるものであっ

たかを詳述することを目的にしている｡しかし,この｢対西ヨーロッパ

経済協力｣という構想のめばえとそれをめぐる初期議論について,筆者

が史料を渉猟した限りでは(もちろん,イギリス国立公文書館収蔵の当

時の公文書類は膨大な量にのぼるものであり,かつ経済官庁の文書類に

ついては,外務省文書と比較して,極めて未整理な状態であり,本稿で

の筆者の記述を覆す文書が今後みつからないとはとても言いきれはしな

いのだが),経済官庁の側,特に大蔵省については,議論のそもそもの始

まりは,必ずしも外務省からのイニシアチブを受けてのものではなかっ

たようであり,例えば,1945年3月中旬という早い段階でベルギー政府

からなされた戦後の西ヨーロッパ諸国間の関税同盟形成の提案に対して

の省内の見解を示す覚書がのこされている｡この時の大蔵省の意見は,
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ベルギー政府の提案は｢極めて興味深い｣ものであり｢西ヨーロッパに

よる経済ブロック形成がいかに魅力的なものであるか｣を詳述している

ので,｢我々としてはこの提案を注意深く検討する必要があるだけではな

く,同時に,なぜ我々はこの提案を全く非現実的なものであると考える

かという理由を……人々に周知させる必要があると考える｣(下線は筆者

による)という,強い皮肉をこめた冷笑的姿勢であった｡彼らにしてみ

れば,ベルギー提案により｢1200万人規模の市場｣(この提案ではフラン

スは含まれていない)への｢自由な参入権｣を獲得しても,その引き換

えに,イギリスが自らの有する｢4000万人規模の市場への自由な参入｣

を中小大陸西ヨーロッパ諸国に許すのであれば,イギリスにとってこの

提案はほとんど経済的メリットほないと考えられたのであり,このよう

な提案を｢その最終的結果がもたらすであろう事態について強い確信が

得られることのないうちに奨励する｣ようなことは,｢極めて危険なこと｣

であると思われたのである｡上記のように,外務省もこの時点でほまだ,

西ヨーロッパをイギリスのリーダーシップの下にブロック化するという

構想ほ抱いてはいたが,それはあくまでも軍事的同盟関係形成によって

なされるべきものであると考えていたのであり,大蔵省の覚書によれば,

このベルギー提案への外務省の反応も,大蔵省と｢同様に慎重｣なもの

であった(11)｡

しかし,これも上述のように,この外務省の姿勢は1945年夏までには,

経済的協力関係の強化による西ヨーロッパ諸国のブロック化に重きをお

いたものとなってゆくのであり,この点で,はじめて明白に外務省と経

済官庁側との間に意見の不一致が存在することが明らかになったのほ,

6月半ばに当時の駐フランス大使,ダフ=クーパー(AlfredDuffCoo-

per)が本省宛に送った一通の長文書簡によって,具体的にフランスを中

心とする西ヨーロッパ諸国との経済的連帯の強化を求める提案をおこな

い,7月以降,この書簡についての対応をめぐって外務･大蔵･商務3
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省間での意見交換が開始されたときであった｡以下,その3省の意見を

個別に見てゆくのだが,その前に,まずそもそものひきがねとなったダ

フ=クーパー書簡の内容を,要点だけでもかいつまんで紹介する必要が

あるであろう｡

彼ほまず,フランスは政治的,経済的に｢破滅的｣な情勢,すなわち,

ソ連および将来復興するであろうドイツの両者からの脅威がたかまる一

方で,アメリカが戦後,大陸情勢への関心を失い,イギリスまでもがそ

れに倣うという事態が生じることを予測し,その可能性を強く恐れてお

り,そのような状態の回避のために,イギリスによる西ヨーロッパ諸国

のなんらかのかたちでの組織化を望んでいると指摘する｡彼によれば,

フランス側はそのような西ヨーロッパ諸国の組織化はイギリスの主導的

メンバーとしての参加なしでは効果をもたないと理解しており,それは

より幅広い条約(つまり国連憲章)の枠組みの中での地域的取極めによ

り実現されうると考え,その一つの可能な形態として｢関税同盟｣に言

及するものが多いとされる｡さらに彼は,西ヨーロッパ諸国は,それぞ

れ単独では,将来,ソ連と通商上の問題で対等に取り引きすることは困

難であり,そのためにも関税同盟形成は有効であるというのが,フラン

ス側の見解であると分析する｡そしてその証拠として彼ほ,複数のフラ

ンス政府高官,閣僚から,そのような,フランス側からみれば,｢ヨーロッ

パ連邦｣の第一歩となり,フランスの再生に不可欠な幅広い経済的基盤

を提供するであろうと思われる関税同盟プロジェクトへのイギリスの態

度ほいかなるものであろうか,との質問が発せられてきている旨を報告

している｡さらに,ベルギー,オランダにも同様の主張をするものがあ

り,ここに,イギリスをリーダーとした経済的,政治的そして可能なら

ば軍事的にも,｢特別な｣関係を西ヨーロッパ諸国との間に築く可能性が

あるのではないかと彼は主張している｡｢ヨーロッパ諸国によるシステム

の指導者として,代弁者として,そしてそれに生命力を与えるものとし
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て｣イギリスは有益な役割を果たせるのであり,そのような西ヨーロツ

′くの集団化はソ連によって疑惑の念をもってみられる可能性はあるが,

まさにソ連･東欧ブロックへの対応で優位にたつために必要なのではな

いか,そして,西ヨーロッパ諸国は不可避的に団結のための努力を迫ら

れているのであり,そこにイギリスが参加しなければ,かえってイギリ

スにとって不利益をもたらすような形での組織化がなされる危険がある

のではないか,というのが彼の書簡のポイントであった｡この点を基礎

として全般的戦後外交政策は立案されるべきであり,それはつまり,強

いフランスを再生することをイギリス政府の政策として採用するのか否

か,という選択であり,より具体的には,通商上の便宜をはかることに

より,フランス産業の再生を助けることがイギリスには可能であると彼

は述べている｡それゆえ,いまや英仏2国間貿易という狭い分野および,

より幅広い文脈の中でのフランスとめ通商政策についての協議を開始す

べき時期にきているのではないか,との提案とともに,彼の書簡は結ば

れている(12)｡

この書簡で示された見解について,外務省本省側も,相当程度の説得

力を感じたのであろう,同書簡は7月にはいり,本省によって,まず商

務省,ついで大蔵省へと回覧され,その際,外務省では,添付の本省作

成の書簡により,外務省としては,西ヨーロッパにかかわるイギリスの

経済･財政政策がいかなるものであるべきかについての商務省･大蔵省

の計画,構想についてより明確な情報を得ることを望んでいること,ダ

フ=クーパーの書簡はこ.の問題についての対応を考える必要を生じせし

めるものであること,したがって,7月中旬までには3省間で,特に以

下の4点,すなわち,(a)フランス側に対して,長期的な通商政策につい

て何か発言できることがあるか否か,あるとすればどういう内容か,(b)

イギリスが西ヨーロッパ関税同盟に参加しうる可能性はどの程度あるの

か,この点について予備的な検討が開始されるべきであるか否か,(C)対
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フランス貿易改善のためのさらなる短期的措置をとる余地があるか否

か,(d)ベルギー,オランダについての上記と同様の考慮,について話し

合うための官僚レベルの省間会議を外務省でひらくことを希望している

ことを提案した(13)｡

この書簡について会議開催前に大蔵省がとりあえず付したコメント

は,通関･関税業務のシステムの違いにともなう現実的困難さにより,

フランス等との関税同盟への参加は不可能であろうし,｢国家主権｣とい

う原則的問題も同様に解決困難であろう,さらにはラテン諸国とイギリ

スの風俗･習慣の違いも関税同盟の機能を阻害するであろう,という極

めて否定的な内容であり,そこにははやくも外務省の熱意への冷めた見

方がうかがわれ,今後の議論での合意達成が容易なものではなさそうで

あることを充分に予想させるものであった(14)｡

提案された3省間会議は,7月下旬になりようやく開催され,最初に

議長役の外務省側によって以下のような説明がおこなわれた｡

外務省によればまず,この会議の目的は,6月12日のダフ=クーパー

書簡における,イギリスの対フランス経済関係のありかたにかかわる政

策は｢イギリスの外交政策全体の成功のためには西ヨ一口ツ′く.地域との

強力な経済的結び付きが最重用であり,フランスこそがこの地域で鍵と

なる存在である,という見解にもとづいて策定されるべきである｣,とい

う主張について議論するためのものであるとされた｡さらに外務省は緊

密な英仏関係を基礎とした"aWesternbloc"の形成を求める提案は数

ヶ月以上にわたり考慮されてきているが,進展はほとんどみられていな

いこと,1944年11月に首相チャーチルにこの提案がなされたとき,彼は

西ヨーロッパの連合国側諸国の｢救いようのない弱体ぶり｣を考えると

そのようなブロック形成はイギリスとして実行不可能な防衛上のコミッ

トメントに至るのではないか,さらにそのために必要な大陸諸国並みの

規模の常備陸軍はイギリス世論に受け入れられないのではないかとの不
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安の念をもらし,むしろイギリスの政策は,大ブリテン島そのものの防

衛を維持し,空海軍力に依存するべきであるとのべたこと,そして最近

ふたたびチャーチルはこの提案に対してそのようなブロックがイギリス

に課す重荷への不満を述べたことを紹介した｡そしてそのような閣僚レ

ベルでの否定的見解のために,戦時中幾度もなされたフランス,ベル

ギー,オランダといった国からの関係強化のアプローチは謝絶されなく

てはならなかったという事実も披産された｡

ついで外務省は彼らから見てのフランスとの同盟関係に基礎をおく

"aWesternbloc"形成のもつ利点として,西ヨーPツパ諸国が再び1

ケ国ずつ攻略されてゆくことを防止するであろうこと,彼らがソ連陣営

に走ることを予防するであろうこと,イギリス自身の防衛に｢深み｣を

与えること,参謀本部も同様の見解を持っていることなどを指摘し,当

時までに外務省が考えていた軍事的関係を重視した西ヨーロッパブロッ

ク化構想を改めて繰り返した｡

これに対してまず大蔵省からその見解が示された｡まず彼らは｢一般

論として｣西ヨーロッパ諸国との緊密な協力関係ほイギリスとって明ら

かに経済的利益を持つと大蔵省はみなしていること,ドイツおよびその

他のヨーロッパの深刻な経済的危機状態を考えるなら,西ヨーロッパの

経済的安定の回復は緊急の課題であること,ヨーロッパ市場はイギリス

経済にとっても重用であるごと等を述べ,ダフ=クーパー提案への一定

の理解を示した｡しかし,彼らは同時に西ヨーロッパとの政治的･経済

的協力関係の発展の際に守られなくてはならない彼らの考える3つの条

件,すなわち,そのような計画は国連憲章の枠内に収まらなくてはなら

ないこと,いかなる計画であれパートナーとなる諸国の持つ,政治的･

財政的脆弱性をイギリスに肩代わりさせるものであってはならないこ

と,政治的にも経済的にもそのような協力関係は,合衆国との経済的協

力を追求する政策に相反するようなかたちをとってはならないことを付
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け加えることを忘れなかった｡そのような協力関係が実際にイギリスに

利益をもたらす可能性が全くないとは,大蔵省としても考えてはいない

が,まずはイギリスの国際経済政策はアメリカの主導する開放的多国間

貿易体制の構築を目指すべきであり,そのようなアプローチの失敗が明

白になれば,その時にはヨーロッパ諸国との協力優先もいたしかたなか

ろうというのが彼らの考えであり,ここに事実上,大蔵省は外務省の見

解への当面の拒否を明らかにしたといえるだろう｡さらにより具体的な

外務省への反論として,フランスに限れば,長期的な通商政策よりも当

面の物資供給不足問題の解決が優先されるべきであり,さらにはフラン

スの通貨政策といった具体的問題が,いずれにせよ協力を困難にするで

あろうとも指摘された｡

ついで意見を披露したのは商務省であり,彼らほまず西ヨーロッパ諸

国との貿易関係には大いに改善の余地はあるが,いずれにせよ西ヨー

ロッパ全体のあるいは英仏2国間の関税同盟といった構想は最初に実現

すべき政策課題としてはあまりに野心的に過ぎるものであり,それに先

立つものとしての強力な政治的結び付きが必要であり,たとえそのよう

な結び付きがあったところで,イギリス政府のコミットしている完全雇

用政策のもとでは,関税同盟参加諸国間での完全に自由な労働力移動を

認めるのは困難であると述べた｡また関税同盟にともなう関税レベルの

共通化は高度に産業化した宗主国と発展度の低い植民地との間では困難

であり,コモンソウエルス内の白人自治領は経済的損失を被り,彼らの

合衆国重視への政策転換をも引き起こしかねないという危険もあると商

務省は考えていた｡もちろん彼らもヨーロッパ諸国との関係強化は必要

であるとほ考えていたが,1942年2月に締結されていた英米間相互援助

協定の第7条が要求する戦後の開放的多国的貿易体制構築への努力義務

と無関係には対西ヨーロッパ経済関係を議論はできないという大蔵省と

共通の理由にもとづいて商務省も否定的態度を示したのである｡さらに

(65)



論 説

は大蔵省が対米協調がうまくいかなければその時ほヨーロッパとの協力

もありうると述べたのに対し,商務省ほ同様の事態にはイギリスは帝国

特恵制度を再活用すればよいと述べ,大蔵省よりも一段とヨーロッパ市

場を軽視する姿勢ものぞかせていた｡いずれにせよ商務省としてほ外務

省の主張するような｢政治的｣理由によって彼らの考える｢経済的｣方

針の実行が｢手かせ足かせ｣されることは望まないと,大蔵省に比べて

より明確な否定的反応をこの会合の場で明示したのである｡

これらのあからさまな否定的反応に対して外務省はその立場を弁護す

るためか,ダフ=クーパーの提言と外務省本省の主張との間に若干の距

離を置こうと試みる｡そして外務省が"aWesternbloc"の形成を望む

のはイギリスと西ヨーロツ/くにおけるその同盟国が英米ソの``the Big

Three"の中にあってより大きな発言力を得るためであるが,しかし,こ

れまでのところ実際にイギリス側から西ヨーロッパ諸国側には何もアプ

ローチはおこなっていないこと,そして外務省はこれまで関税同盟のご

とき｢挑発的｣なものが必要であると思ったことはないこと,彼らが求

めてきたのは国連憲章の範囲内において許される地域的集団の形成であ

り,そのような集団が実際に形成されるまでの問,経済的方面において

西ヨーロッパ諸国に対して出来うる限りのことをすべきであると考えて

いるだけであるに過ぎないこと等がこの場で説明された｡彼らにいわせ

れはイギリスとして(米ソとは異なる)独自の政策を有しているかのよ

うに他国より理解されることが,(その大国としての威信を維持する上

で)｢心理的｣にも重要なのであって,とりあえずフランスに対してイギ

リス独自にできるだけの支持を約束することほ可能なのでほないかと外

務省ほ商務･大蔵両省にもちかけた｡

これに対して商務省は閣僚レベルでの通商政策についての意思決定な

しでほ,そして合衆国(の望む国際経済体制構築)に対するコミットメ

ソトの存在からも,イギリス独自の立場でフランスと交渉をおこなうの
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ほ難しいとの見解が示された｡

このような意見の食い違いを覆い隠そうとしてか,外務省は議論全体

を要約して,より長期的な通商政策の問題についてフランスとの議論が

可能になるまでほ,より短期的問題について可能なことをするしかある

まいと(あたりまえといえばあたりまえのことを)述べ,3省とも西ヨー

ロッパ諸国によって実際に関税同盟まで形成する気はないが,多国間の

通商システムの形成促進につながる手段をとることを望んでいるのほ間

違いないし,さらに,"theWesternPowers"(この表現は解釈のしよう

によってはイギリスと西ヨーロッパ諸国だけでなくアメリカもふくむも

のと解釈されうる曖昧な表現である)の間のより緊密な協力関係が望ま

しいという点で3省は一致しているようであるとと,いささか強引に意

見の一致を強調した｡

その一方でしかし彼らはなお自らの本音である主張を記録にとどめよ

うとしてか,イギリス,フランス,オランダ,ベルギーとその海外領土

をあわせただけでも巨大な潜在的市場と多くの主要な一次資源の供給源

を形成しうること,このような組み合わせが国連憲章と矛盾する点はな

にもないこと,コモンウェルスの白人自治領のいずれかでもこれに参加

するのであればさらに強力な組み合わせとなるであろうこと,アメリカ

国内にほイギリスを疲弊した二流国として扱う傾向が存在すること,ソ

連はもちろんイギリスを軽視していること,イギリスが巨大な植民地を

保有する西側諸国の集団の明白なリーダーとなれば3大国中での発言力

が重みをますこと,そのような集団形成のための明白な出発点ほフラン

スとの緊密な協力関係であること等をあらためて繰り返した｡そして彼

らは,全省庁に合意された明白な基本的目標なくしては当然その実現の

ための行動は不可能であり,そのような基本的外交目標決定のねらいほ

短期的利益の確保よりもむしろ20年から25年という長期的視点にたっ

た時になにがイギリスにとって最善の目標なのかをみつけることにある
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とも主張し,商務省,大蔵省の指摘するような短期的な通商･財政的問

題の存在を認める一方で,彼らの(外務省からみれば)近視眼的な見方

にやんぁりと釘をさすことも忘れてはいなかった｡

結局この会議ほ最後に,商務省による,外務省の主張するような西ヨー

ロッパ諸国の持つ｢植民地資源｣は必ずしも``awesternbloc"にとっ

て利益となるとほ限らないのではないか,むしろ世界に点在する海外領

土は防衛も困難であり,財産というよりも足かせになりうるのではない

かと指摘する発言を記録にとどめて閉会しているが,全体を通じて明ら

かになったことは,西ヨーロッパ諸国との経済協力ほどの程度まで,そ

してどのような理由からならば,望ましいのかという点について外務省

と商務･大蔵両省との問にはかなりの意見の相違が存在していたという

こと,だがしかしこの時点でほ各省ともその意見の違いをことさらに強

調してことを荒立てるよりは,自らの本音を若干覆い隠しながら一方で

相手の本音をさぐり,落とし所を推し量るというような出方にとどまっ

ていたということであろう｡またあえていえば外務省の主張への反対の

程度で,大蔵省よりも商務省の方がより強硬であったといってもよいで

あろう(15)｡

4

こうして,外務省対大蔵･商務両省のフランスを中心とした対西ヨー

ロッパ経済協力問題についての議論の第1ラウンドは,三者がそれぞれ

の基本的立場を表明する中で,どちらかといえば,外務省が経済官庁側

の反発に守勢に立たされるような形成で戦われたといってよいであろ

う｡しかし,このような逆境(?)にもめげることなく,8月にはいり

新外相ペグィンを迎えた外務省ほ,その対西ヨーロッパ政策を一丸と

なって追求すべく,早くも閣僚レベルでの議論による巻き返しを試みる

とともに,省内での意思統一を確認する決定的な会議をひらいた｡
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まず8月10日にべヴィソは蔵相ドルトン(HughDalton)および商務

相クリップス(SirStaffordCripps)との会談をおこない,この場で,

これまでの｢"Westernbloc"構想とは必ずしも同じ条件である必要はな

い｣が,と断った上で,｢ギリシャ,イタリア,ポーランド,フランス,

スカソディナヴィア諸国との緊密な関係樹立｣を外務省は希望している

ことを伝えた｡｢``westernbloc"構想とは必ずしも同じ条件である必要

はない｣,ということがどういう意味であるか,この場で直接その内容ほ

明示されなかったが,この申し入れの相手が大蔵･商務の両大臣である

以上,それが経済的あるいは財政的･通商的な性質の関係強化を念頭に

おいたものであることは当然間違いないであろう｡しかしこの申し入れ

に対するドールトン,クリップス両名の回答はこれらの国々に対する長

期的政策を考える用意はいまのところない,目下の優先課題は英米間の

通商関係である,という先の省間会議での官僚レベルの回答を忠実にな

ぞるものであった(16)｡

しかし,このような経済官庁側からの冷たい反応にもかかわらず,こ

の会談の3日後,外務省内でほペグィソ以下,次官･次官代理･次官補･

各局長といった外務省上層部を一同に集めた会合が開かれ,以後1948年

末までの外務省の対西ヨーロッパ政策そして当然その一環としての対西

ヨーロッパ経済協力問題での基本政策が外相自身のロから省内の一致し

てすすむべき方針として再確認されるのである｡この会議でのペグィソ

の発言内容についてほ先にも述べたように,別稿において詳細に紹介し

てあるので,くわしくはそちらを参照していただきたいが,やはり,今

後の展開を見てゆく上で読者の皆様にもその概略だけでも知っておいて

いただく必要があるので,以下にその要点のみ述べさせていただく｡

まずペグィソは彼の｢長期的政策｣は,｢イギリスと,ヨーロッパの地

中海および大西洋沿岸の国々との間に緊密な関係を築き上げること｣で

あり(具体的にはギリシャ,イタリア,フランス,ベルギー,オランダ
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およびスカソディナヴィア諸国)であり,｢これら諸国とイギリスの間に

は通商および経済問題と政治的問題の双方について緊密な協力関係｣(下

線は筆者による)が求められるとした上で,最初のステップとしてまず

｢英仏関係をよりよい基盤のもとに置｣くことが必要であるとする｡た

だしそれは｢英仏同盟条約の締結とか"aWesterngrOup"の形成といっ

た積極的手段｣よりもまず,非軍事的手段によって追求されるべきであ

り(ソ連からの反発をできれば回避したいというのが彼の希望であっ

た),当面は｢フランスーおよび,もし実現可能なら他の(ドイツによ

る占領から)解放された西欧諸国-との通商･経済関係の改善のため

に,できる限りの手段が講じられなければならない｣のであった｡ただ

し｢残念ながら,今現在我が国にとってフランスおよびその他の国々に

対しこの方面(=経済的な側面)で実質的に意味のあるような程度の援

助をすることほ困難である｣ことも彼は理解しており(これほ当然3日

前のドールトン,クリップスとの会談の結果から得られた印象によるも

のであろう),進むべき針路は明確でありながら現実のものとするのには

なお時期を待たなくてほならないというのが,彼の結論であった(17)｡

結果として外務省はこのペグィソの方針にしたがって,翌1946年夏ま

で,対西ヨーロッパ経済協力推進のための大蔵･商務両省へのアプロー

チは事実上凍結することになるのだが,その間,経済官庁の側でも,そ

れぞれその内部でのこの問題についての議論ほほとんどみられず,め

だったものとしてほ以下に紹介する各省それぞれ一つずつの覚書が作成

されたにとどまった｡

まず大蔵省であるが,こちらでほ1946年1月にこれまでみてきたよう

な省内多数派の慎重論とはことなる,むしろ外務省の考えに極めて近い

積極的西ヨーロツ′くとの経済協力推進を求める覚書が,一官僚によって

作成されているが,これは結局のところはとんど唯一の小数意見にとど

まり,筆者の調べた限りにおいては以後の大蔵省の路線に影響を与える
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ことはなかったようである｡とはいえ,そのような異端的小数意見が存

在したこともまた事実であるからにほ,歴史のできるだけ忠実な再構成

を試みる以上,まったくそれを無視するべきでもないであろう｡という

わけで,まずその大蔵省覚書の内容をここに紹介させていただく｡

このような覚書が作成されたきっか桝ま先に述べた対米借款交渉のイ

ギリスから見てはなはだ不本意な結末にあったようである｡つまり大蔵

省の一部には,戦後の開放的国際経済体制構築の旗振り役をし,イギリ

ス側にもブレトン･ウッヅ体制への協力を強く求めてきたアメリカが,

イギリス側から見て戦後の国際貿易の円滑な復興のためには不可欠とみ

られていた,イギリスおよびその支配下にあるポンド･スクーリング地

域へのドル供与を,約束はしたが,その際に極めて厳しい条件を付けて

きたことへの感情的反発が存在し,それがアメリカ頼むにたらず,西ヨー

ロッパの重視こそ肝要ならんとの発想となってあらわれたというわけで

ある｡しかしこの感情的反発は一部のそして一時的なものであったよう

で,結局はいかに屈辱的な条件をつけられようともアメリカからの支援

なしでの国際収支改善,財政再建ほありえないというのが大蔵省の冷静

な判断のもたらす結論にかわりはなかったようである｡それはともかく,

この覚書の内容であるが,外務省の発想よりもさらに過激といってもよ

いもので,イギリスをリーダーとした西ヨーロッパ諸国およびその海外

植民地の通貨･経済ブロックの形成こそが,経済的のみならず,政治的･

戦略的にもイギリスの国際的立場の強化につながるものであり,そのた

めにほ西ヨ一口ツ/く,スカソディナヴィア諸国との個別的通貨協定の締

結により,ドルに頼らない閉鎖的貿易地域を形成することが望ましいと

いうものであった｡上述の英米借款協定によるポンドの対ドル交換性回

復実現(1947年中には予定されていた)のあかつきには,イギリスのド

ル準備の減少ほ容易に予想されることであり,その際にドル決済を必要

としない通貨ブロックの存在はイギリスの対外貿易の復興のみならず
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ヨーロッパ全体の経済復興にも大いに役立つであろうというわけであ

る｡ヨーロッパだけで,1億2千5百万,さらに海外植民地に1億3千

万の合計2億5千万ゐ人口がイギリス同様にドル不足に悩んでいるが,

これらの国々は地理的な近接性と文化的伝統により結び付けられてお

り,それらが一つの通貨ブロックとして結集することにより,アメリカ

に依存しない自足した国際市場は形成可能であり,イギリスの将来はこ

ちらにあるというのが,この覚書の主張であり,これは結局は現在のEU

が目指すところと大差のないものであり,その意味では極めて先見性に

とんだ発想ではあったのであるが,いかんせん,時期が早すぎたという

べきであろう｡当時の西ヨーロッパにはイギリス以上に緊急に外からの

経済援助を必要とする国ほ少なくなく,そしてそのような援助先として

頼る国は,いかに厳しい条件付きであれ,アメリカ以外にないというの

が実情であったことはどこよりもイギリスが一番明白に認識せざるをえ

ない事実であった｡また同時にこの発想ほいささか時代錯誤的なもので

もあり,それは戦後も戦前と変わることなくヨーロッパの植民地保有国

が宗主国としてその海外領土の経済のありかたを意のままにできるだろ

う,というナイーブな思い付きに明瞭にあらわされていた｡今述べたよ

うな問題点はもちろん外務省の発想にもそっくりそのままあてはまるも

のであり,それゆえにこそ,後にみてゆくように外務省ほ当初の政策構

想からの転換を否応なくせまられてゆくのである(18)｡

すでに見たように,外務省構想への反発度の強さでほ,大蔵省よりも

商務省の方がより激しいものがあり,こちらには上に見た大蔵省の事例

とは異なり,外務省寄りの少数意見というものほ全く存在しなかった｡

これは先の大蔵省覚書とはば同じころ商務省内部で作成された覚書をみ

れば明らかで,そこでは,イギリス政府として国際的経済協力体制の構

築を奨励するのなら,それは西ヨーロッパよりも｢より広い地域｣(これ

が具体的にどの範囲をさすのかほこの覚書では明示されてほいないが,
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当然コモンウェルス=スターリング地域とドル地域とを含む世界親模の

地域をさすのであろう)を対象としておこなう方が,イギリスにとって

はより大きな利益をもたらすのであり,西ヨーロッパ諸国との経済協力

を推進するとしたら,それはそのような広域経済協力体制構築の試みが

失敗し,より狭い地域対象の経済協力体制構築以外に選択肢がなくなっ

たときにのみなされるべきであるとの主張がなされていた｡この覚書で

興味深いのは,商務省自身,この問題に関して｢経済的議論｣と｢政治

的議論｣が対立状態にあることを認めながら,この時点では｢意思決定

が経済的理由よりも政治的理由にもとづいてなされることほおそらく避

け難いであろう｣とかなり弱気な主張をしていることである｡もちろん,

この時点で商務官僚たちに,最終的に彼らの主張が容れられて外務省構

想の方が退けられることになると確信はできなくて当たり前であるが,

この発言は,外務省側の,関税同盟も含む西ヨーロッパの経済協力体制

構築を重要な手段としたイギリスの3大国の一員としての国際的地位確

保の構想にかける熱意が反対派に敗北を予想させるはどの大きなもので

あったことの傍証ともいえるであろう(19)｡

5

外務省と商務省,大蔵省の間での直接の対西ヨーロッパ経済協力問題

をめく"る議論の第2ラウンドは1946年夏から秋にかけて,本格的なもの

となり,特に外務省ほ西ヨーロッパ諸国およびイギリスによる関税同盟

形成の構想に本腰を入れほじめ,秋にはそのような具体的提案を含む閣

議提出用の覚書が準備されるにまで至った｡

まず8月初旬には再び,外務省と商務･大蔵3省の官僚達による省間

会議が開かれ,外務省ほ｢いまだ(フランスとの)政治的同盟形成にま

で時ほ熟していないかもしれないが,対フランス経済支援を増加するた

めの手段があるかどうか考慮するのは望ましい｣ことであり,｢そのよう
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な手段ほ政治的には明らかに望ましいものであ｣り,｢特に長期的なポン

ド信用供与の合意ができれば望ましい｣との見解を示した｡これに対す

る大蔵省の答えは｢フランスに新たな信用供与はおこなえないであろう｣

というにべもないものであり,商務省は｢信用供与をしようがしまいが,

英仏間の国際収支に有意な違いほ生じないであろう｣と大蔵省の上をゆ

く冷淡な反応を示した｡商務省はさらに英仏2国間の貿易協定によって

両国間の貿易収支の不均衡を是正することも拒否し,｢商品は最も安い市

場においてのみ調達し,経済的に不利益な2国間協定には拘束されてほ

ならない｣というのが彼らの｢確固たる政策｣であるとも述べた｡結局,

この会議において合意されたのは,｢長期的な貿易協定に関する限りは,

イギリス政府の外貨保有高に損失を与えることなくしては,いかなる手

段もとりえないこと｣および｢いかなる取極めがなされるにしてもそれ

はITOの枠組内でなされなくてはならない｣ということであり,外務省

の完全な敗北であった(20)｡

しかし,この手痛い敗北にかえって危機感あるいは闘志をかきたてら

れてのであろうか,同年9月に入り外務省ほ英仏2国間信用の供与やそ

の他の貿易協定といったなまなるいものでほなく,よりラディカルな関

税同盟形成のための具体的な検討を政府全体の合意事項として開始する

ことを求める内容の外務大臣名による閣議提出用の覚書を作成し,その

草案をまず大蔵,商務両省に配布して,意見の聴取を開始した｡

この｢我が国の西方近隣諸国との緊密な経済協力の可能性についての

検討を求める提案｣と題された覚書草案の内容は大略,以下のようなも

のであった｡まず,外務省はイギリスほ｢これまでのところ世界貿易の

最大限の拡大をもたらすように考案された政策を支持してきた｣こと,

そして｢そのような政策ほ,もし実現されたなら世界でも主要な貿易国

であるイギリスの利益にとって最善のものである｣ことを認めながら(つ

まり,大蔵･商務両省の見解に同意して見せながら),｢しかし｣として,
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｢多国間貿易の拡大をめざす計画が失敗に終わる可能性は除外でき｣ず,

｢そのような事態に際しては我が国は単にコモンウェルスとだけではな

く西ヨーロッパとも経済的結び付きを強化しなくてはならない｣と主張

する｡そして｢ソ連は酉ヨーロッパへの政治的･経済影響力を強化する

ことを追求するであろう｣し,｢そのような影響力増大ほ我が国が経済的

紐帯の緊密化を含む手段によって,西ヨーロッパ諸国をよりイギリスと

政治的に結び付ける手段を用意している時にのみ防止できる｣のであり,

｢そのような西側諸国の連帯の基本的基盤はイギリスとフランスとの堅

固な経済的結び付き｣であること,フランス政府側にも｢より緊密な経

済の統合｣の可能性を非公式に話し合う用意があることを紹介する｡そ

のうえでさらに外務省は｢しかし｣と断り,このような英仏2国間の関

係強化のみでは｢不充分｣であり,｢我が国ほ酉ヨーロッパ全体との関連

でとるべき立場を考慮しなければならない｣し,｢西ヨーロッパ諸国との

我が国の通商関係を強化するのに,段階的手段を踏んでおこなってゆく

のもまた不可能である｣として,｢もしも我が国が西ヨーロッパとの紐帯

を強化するのなら,完全な関税同盟にむけての一括的手段をとる必要に

直面する｣と一気に論を進めてゆく｡もちろん,外務省もそのような手

段が｢コモンウェルスとの間に大きな政治的困難を生むであろう｣こと,

またそれを成功させるには｢関税同盟参加の他国との間での一定の集権

化された産業･通商計画｣が必要にもなるであろうこと,それが｢経済

的にイギリスにとって有益なものであるのかどうかも不明｣であること

は認めていた｡しかし彼らは同時に,もし｢経済的な不利益がもたらさ

れるとしても,それは政治的利益と比較されなくてはならない｣と述べ,

｢関係各省庁による(i)完全な関税同盟,(ii)(a)イギリスとフランス本国の

問の(b)イギリスとフランスおよびその海外領土との間の(c)イギリスとド

イツの西側占領地域を含む西ヨーロッパ全体との間の,何らかの経済的

機構,の現実性と望ましさについての最大限の検討｣を開始することを
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要求することによってこの覚書を結んでいた(21)｡

外務省から送付されたこの覚書草案に対する他省庁の反応は以下のよ

うなものであった｡まず商務省は,将来におい七は外務省の提案するよ

うな検討も必要となるかもしれないが,現時点ではITOの実現こそが優

先順位を与えられるべきであり,その準備のために商務省の人員が大き

く割かれているということを理由として,関税同盟の可能性についての

検討を引き受けることをあっさりと拒絶した｡彼らの主張では,ITO準

備委員会の会合が開かれてはじめて,アメリカの提案する線に沿った多

国間貿易回復のための計画の実現可能性がより明らかになるのであり,

それよりも先にフランスおよび他の西ヨーロッパ諸国との経済協力の緊

密化のための議論をしても無意味なのであった(22)｡

この回答に対して外務省は直ちに反論の書簡を送り,ペグィソほ西

ヨーロツ/くとの経済協力について非常に強い関心を抱いており,(商務省

が指摘するよりも)早期にそれが現実に必要になると考えていること,

それゆえ事前にこの問題について充分な検討を開始し,何らかの計画を

準備しておかなければならないと見ており,早期にそのような内容の覚

書を閣議に提出する決意が固いことを明確に伝えた(23)｡

一方,大蔵省であるが,こちらも,この時期再び,先にも述べた一官

僚によって,外務省の主張を支持する西ヨーロッパ諸国との経済協力国

係強化を求める覚書(外務省と全く同じ内容ではなく,関税同盟よりも

2国間協定の積み重ねによる経済協力ネットワーク作りが,その具体的

な提案であった)が一適作成されはしたが,これほ前回同様あくまでも

省内では唯一の小数意見にとどまり,大蔵省全体としての外務省覚書草

案に対する反応はこの種の意見とほ全く異なるものであった(24)｡

彼らはまず,西ヨーロッパ関税同盟構想は,アメリカにも,英連邦内

自治領にも,政治的には受け入れ不可能なものであり,また西ヨーロッ

パ諸国がイギリス商品に対する関税･輸入規制を全廃するにはイギリス
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からの資金援助が不可欠であり,イギリスにはそのような援助に使う金

ほないのだから,全く意味をなさない構想であると断言した(25)｡さらに,

仮にそのような関税同盟が作られるとしたらそれほ,イギリスが自らの

植民地および参加の意思を持つ自治領との問に同様な組織を形成した後

にほじめて可能になることであり,それ以前にできることではないこと,

フランスやオランダとの間で経済協力をするとしたら各国の植民地帝国

経済統合が不可欠となるであろうのに外務省はその点を考慮していない

こと,少なくともアイルランド,イギリス植民地の大部分,ニュージー

ランドといった地域との経済統合が西ヨーロッパ諸国相手よりも優先さ

れるべきであること,関税同盟を作るならば当然,参加諸国の通貨は交

換可能なものでありかつ恒久的な安定した為替相場が必要であり,その

ことは同時に金･ドル備蓄の共有化も意味することになり,単に域内共

通関税を採用することにはとどまらないこと,さらに雇用政策について

もイギリスと同様のケインズ流の完全雇用政策が共通のものとして採用

されなければならないこと等の外務省構想の持つ問題と困難を指摘し

て,仮に酉ヨーロッパと経済協力を進めるのであればイギリスがドル地

域からの輸入を削減できるように,そこでの工業生産の方向を形成する

ような取極めを結ぶことの方が重用であると指摘する意見もあっ

た(26)｡

また大蔵省を通じて外務省提案を聞かされた関税局は,もし必要なら

関税同盟の検討に協力はするが,関税同盟には多大の法律上･実務上の

困難が避けられないとの嫌悪感を示した(27)｡

また別の大蔵官僚は,大蔵省としては西ヨーロッパの近隣諸国との緊

密な経済協力は,それが北アメリカのドル地域からの輸入への依存度を

減らしてくれる限りは大歓迎であるが,｢完全な関税同盟というのは極め

て非現実的な提案｣であり,植民地や自治領はおそらく(既存の帝国特

恵関税制度の保護を失い,また自らの工業の保護育成ができなくなり経
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済的に不利な状況に置かれることになるであろうから)参加不可能であ

ろうし,その枠外に置かれるアメリカは間違いなく不満であろうし,保

護関税による産業育成をはかってきた関係諸国すべての国内生産が影響

を被るであろうし,労働党内部の反自由貿易派を刺激して党内に亀裂を

生むであろうし,現時点での緊急の検討課題とすべきではない,と論じ,

関税同盟によらない西ヨーロッパとの経済協力の可能性を議論する方が

賢明であるとした(28)｡

このように,大蔵省も基本的に西ヨーロッパ関税同盟への反対が,そ

の基本的見解だったのであるが,それでも彼らは商務省よりは柔軟な考

えを持っていたようで,以下に見るように,関税同盟構想の検討それ自

体まで,完全に拒否すべきではないとの意見もその内部に存在していた｡

すなわち,関税同盟構想は確かに緊急の実現可能性を持つ課題ではない

し,植民地･自治領への対応が優先されるべきであるが,もしも後者が

参加しないとの意向であれば,イギリスとしてはそれが自らの利益にな

ると考えられる限りは自由に政策選択をすべきであり(29),冷静に西ヨー

ロッパ関税同盟の持つ利益･不利益を比較すべきであるという主張であ

る｡すなわち,関税同盟の不利益としては,(i)植民地および自治領市場

への自由なアクセスを外国に与えることほいかに友好国が相手であって

も不可能である,(ii)我が国が今,輸入制限を撤廃すべきかどうかは不明

である,Gi∂現状では西ヨーロッパ諸国ほ我が国からの借款供与なしで無

制限にイギリス製品を輸入するつもりもないだろうし,またそうするこ

とは不可能であろう,㈲関税同盟形成は歳入を大きく削減させるであろ

う,(Ⅴ)この種の課題の検討に必要な人員はすでに目前の緊急の課題にく

ぎづけとなっている,といった点があげられるが,しかし一方で,(i)現

代的な生産様式の活用に必要な規模の大きさの自由市場を形成するよう

な大きな経済単位をつくりだす,(ii)我が国のドル地域への依存度をへら

してくれる他の供給源をつくりだす,といった相当の利益をイギリスに
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もたらす可能性もあるのではないかと考えられたのである｡したがって,

これらの潜在的利益は可能性の低いものであろうが,全く否定もできな

いものであり,外務省の関税同盟の可能性検討という提案も,(i)植民地

帝国と自治領(含むアイルランド)との関税同盟構想に優先順位を与え

ること,(ii)当面の他の課題の検討を妨げることのないような人員の提供

がなされる,という2つの条件つきで,原則としては了承すべきでほな

いかという提言が大蔵省内でなされ,後にみるように結局はばこの線で,

外務省との妥協が成立する事になるのである(30)｡

こうして,1946年9月に作成され,10月下旬にかけて商務･大蔵両省

の反応が確認された外務省の西ヨーロッパ関税同盟構想の検討を求める

閣議提出覚書は,結局,両経済官庁からの程度は異なるが,いずれも否

定的な反応に直面し,おそらくはそのせいであろう,当初覚書提出の予

定されていた10月25日の閣議においてペグィソは口頭で,｢イギリスと

西ヨーロッパとの間のより緊密な経済協力の意味するところについての

完全な検討を関係各省庁に指示すること｣を提案したが,この提案の検

討はフランスにおける総選挙終了後でよいとして,覚書の撤回を申し出,

閣議によって了承された｡一度,閣僚名で提出された覚書が検討される

ことなく自主的に撤回されるということは極めてまれなことであり,や

はり外務省としても経済官庁側の否定的態度を前にして,一端は｢戦術

的撤退｣を余儀なくされたということであろう(31)｡

これが｢戦術的撤退｣であったと述べたのにはもちろん根拠があり,

それはこの覚書撤回から3ケ月を経ずして,年明け早々の1947年1月半

ばにほ外務省は再び,はぼ同様の内容で,部分的にはより関税同盟構想

の検討の必要性を強調した覚書を準備し,今回は実際に閣議に提出して,

本格的な閣僚レベルでの議論の舞台にこの問題をはじめてのせたという

事実の存在である(32)｡この新たな覚書の内容自体は,先に詳細に紹介し

た草案と事実上違いほないので,改めて引用や紹介はおこなわないが,
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今回も閣議提出前,外務省は覚書を大蔵･商務両省に送付して,その反

応を確認しているので,ここに両省の官僚レベルでのコメントを簡単に

紹介したい｡

まず大蔵省であるが,彼らは蔵相クリップスに対するブリーフの中で,

今回の覚書と以前のものとの主な違いは,ヨーロッパの東西2陣営への

分裂の危険の強調,関税同盟のような徹底的な手段によらない西ヨー

ロッパの経済協力体制構築のほうがむしろ,アメリカからほより強い反

保護主義の批判を招く危険性があるとの指摘といった点であることを指

摘し,外務省の求めるような西ヨーロッパ全体を含む関税同盟構築を狙

うのなら,フランス,ベルギーといった諸国も植民地のとりあつかいに

ついての議論を提起するであろうから,植民地･自治領との事前の協議

が不可欠であると進言した｡さらに関税同盟実現のための行政的な実務

上の問題は極めて複雑であり,大蔵省･商務省への人的負担ほ大であろ

うし,ITO実現のために両省が努力しているときに同時にその失敗に備

えての西ヨーロッパ関税同盟のための準備をおこなうことにほ消極的に

ならざるを得ないというのが,官僚側の見解であった(33)｡

一方,商務省であるが,こちらも情報交換,定期的な官僚レベルの会

合開催,関税･輸出入規制･投資といった政策についての公式の相互協

力といった種類の｢統合｣は歓迎しても,関税同盟は不必要であるとい

う見解であった(34)｡

6

ペグィソによる覚書を審議するための閣議は,1947年1月末に開催さ

れた｡まずべヴィソは,前回撤回した覚書にふれた後,今回は公式に閣

議によって,関係各省庁による｢(i)イギリスとフランス本国,(ii)イギリ

スと植民地を含むフランス,摘イギリスと西ヨーロッパ全体による,関

税同盟あるいほ完全な関税同盟に至らない何らかの経済的機構｣の持つ
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意味についての総合的検討を開始する許可を得たいとの希望を説明し

た｡彼はさらにこれらの検討をするにあたっては,｢(a)ITOが西側世界の

はぼ全域で機能する,(b)部分的にしか機能しない,(C)全く横能しない｣

の3つの可能性にわけて検討がおこなわれるべきであるとも付け加え

た｡彼の説明によれば,｢イギリスおよびコモンウェルスと西ヨーロッパ

諸国との間により緊密な協力関係を築くことほ政治的には明白に利益の

あることであり,そのためには通商上の利益共同体を形成するのが最善

の方法である｣が,｢そのような取極めが必ずしもイギリスにとって経済

的に利益をもたらすとは決めてかかるわ桝こほいかない｣,そして｢経済

的不利益が政治的利益と比較され｣なくてはならないのであり,そのた

めにも予備的な検討が開始されなくてはならないのであった｡

これに対してまず商務大臣サー･スタフォード･クリップスは,｢その

ような政策の経済的利点は,関税同盟のようなものにつきまとう関税の

変動が我が国の通商･産業上の地位にあたえる影響の詳細な検討なしで

は,完全には評価できない｣とした上で,そのような詳細な検討に必要

な官僚達ほ現在,ITO議論のための国際会議の準備に忙殺されており,

実効的なITOの形成こそが,最優先されるべき通商政策上の課題である

以上,他の政策選択肢の検討のためにITO実現のための努力を緩和する

ことは誤りであるとの反論を述べた｡ペグィンの提案したような具体的

な政策選択肢の検討ではなく,ITO失敗に備えた,より広範な線に沿っ

た多様な選択肢の可能性について民間の経済学老たちに検討をゆだねる

というやり方ならば,政府としても人員を割く必要がないので,賛成し

てもよいというのが彼の見解であった｡そしてこの意見に対して蔵相

ドールトンもただちに賛成の意を示した｡このようなやや遠回しである

が,事実上は外務省提案へのはぼ完全な反対論に直面して閣議が到達し

た結論は,これら両経済官庁の意見をいれた当初提案の大幅な修正案で

あり,まず,内閣は｢原則として,ITOの完全なまたは部分的な失敗の
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際に採用されうる代替政策,すなわちいかなる形式り多国間取極めなら

実現可能なのか,あるいは2国間取極めに回帰すべきなのか,というこ

とについて何らかの予備的な検討がなされることは有益である｣ことを

認めた上で,そのような検討は民間の経済学老にゆだねることを決定し

たのである｡結局,外務省が最も期待していたフランスあるいは西ヨー

ロッパ全体との関税同盟の可能性についての公式な検討の開始は完全に

拒否されたわけではなかったが,重要な政策課題として積極的な検討の

開始が許可されることもなく,周到な準備をへてようやく内閣レベルで

の議論に持ち込んだ結果としては,極めて不満足な成果しか得られな

かったというのが,彼らにとっての正直な感想であったであろう(35)｡

外務省としては,この民間経済学老(主にケンプリッヂの学者達があ

てられた)達による検討課題の中に,何とかして西ヨーロッパ関税同盟

の可能性も含ませるべく努力をおこない,1947年8月末までに提出され

た最終報告書の中では,関税同盟の可能性についても言及はされたのだ

が,それはわずかなものであり,その結論は少なくとも短期的には関税

同盟は(特にイギリスが自らそれに参加しなかった場合には)イギリス

にとって経済的には不利益をもたらすであろうという否定的なもので

あった｡ただし,この結論はITOが完全に失敗した場合を想定してのも

のであり,また関税同盟以外の手段によってイギリスが西ヨーロッパ諸

国とイギリス経済にとって有益な特別の排他的経済的取極めを結ぶこと

が可能であるという前提にたってのものであり,外務省からみてとても

充分な考察の上にたってだされたものとは承服しがたいものであっ

た(36)｡

いずれにせよ,この1月の閣議での敗北は外務省にとっては手痛いも

のであり,彼らはこのあと夏までの間,経済面での対西ヨーロッパ協力

関係強化という政策の追求を一時的に保留状態にして,軍事面でのそれ

へと矛先を変えることになった｡1947年春のモスクワ外相理事会でソ連
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から冷たいあしらいを受けて以来,フランスは対ドイツ戦後処理問題で

のそれまでのソ連寄りの姿勢を改め,イギリスおよびアメリカの主張へ

の歩み寄りを見せはじめていたし,5月にはベルギーからの軍事同盟条

約締結の申し出もあり,ペグィソおよび外務省の内部では先にフランス

との間で結ばれていたダンケルク条約と同じ線でのべネルクス諸国との

軍事同盟条約締結への関心が盛り上りを見せていた｡そして,5月半ば

には参謀本部に対して外務省はそのような同盟条約の持つ軍事的メリッ

トについて意見を聴取し,その賛意を確認するところまでいっていたの

だが(37),1947年6月5日のアメリカ合衆国国務長官マーシャル(George

C･Marshall)のハーヴァード大学卒業式における演説が状況を一変させ

ることになった｡この演説とはもちろん,後にマーシャル･プランの名

で呼ばれることになるアメリカ政府による対ヨーロツ/く大規模経済援助

計画の構想をはじめてアメリカ政府が公式に公表したものであり,この

アメリカからの申し出の中にべヴィソと外務省は彼らが本来最重用な政

策課題としていた,対西ヨーロッパ経済協力関係の強化実現のための大

きな可能性を見出したのである｡こうして,べネルクス諸国との軍事同

盟条約問題はペグィソによって,今はその時期でほない,経済問題が最

優先されるべきであるとの理由で急速棚上げされ(38j,外務省はペグィソ

以下,総力をあげてマーシャル･プランの実行過程でのイニシアチブを

握るべく,精力的な行動に移ったのである｡

7

マーシャル･プランに対してアメリカ側が込めた意図,そしてそれに

対してイギリス外務省がどのように反応したかについては,すでに既発

表の別稿にてふれているので,ここでは詳しく述べることはしないが,

ごくごくかいつまんで述べると,イギリス外務省にとってはこのアメリ

カからの申し出は,イギリスが援助の受け手である西ヨーロッパ諸国の
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代表者としてリーダーシップを発揮することによって,みずからの懐を

痛めることなく(というよりも,痛めようにもそもそもイギリスの懐中

にはそのような貯えはなかったのであるが),アメリカの資金を利用し

て,イギリスを盟主とあおぐ西ヨーロッパ諸国の米ソに匹敵する世界勢

力化を実現させてくれるのではないか,という希望を与えたのであ

る(39)｡

別稿にも述べたように,マーシャル演説後,6月中旬にロンドンでア

メリカの経済問題担当国務次官クレイトン(WilliamClayton)と会談し

たべヴィソほ,イギリスを他の被援助諸国とは異なる別格の,明確なヨー

ロッパのリーダーとして扱うことを要求し,その場でこの要求は拒否さ

れたのだが,それ以後も,ペグィソは精力的にパリで開催されることに

なったヨーロッパ経済協力委員会(CEEC)の議長役を引き受け,あくま

でもイギリスはこの問題に関して事実上のヨーロッパ諸国のリーダーと

して振る舞う意思があることを行動によってアピールしつづけた(40)｡そ

して,この新たに開かれたマーシャル･プランを通じての対西ヨーロッ

パ経済協力関係強化の可能性という文脈の中で,先に外務省が一敗地に

まみれた西ヨーロッパ関税同盟構想も,誰よりもまずマーシャル･プラ

ンそのものの唯一のスポンサーであるアメリカからの,ヨーロッパ経済

復興のための極めて有力な手段としての御墨付きを得た構想として,そ

してフランス,べネルクスというプラン参加諸国の支持をも得た構想と

して,復活をとげることになるのである｡

マーシャル演説後わずか3週間たらずで,ペグィソはこのアメリカ側

の好意的姿勢に勇気づけられて,再び(非公式にではあるが)西ヨーロッ

パ関税同盟形成の必要性について言及しはじめ,これほ直ちに大蔵･商

務両省からの,そのような構想への不快感をひきだした｡特に商務省は

強くペグィソの発言に反発し,6月末にほ以下に紹介するような覚書を

外務省に送り付けてきた｡
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まず商務省はいかなる形式であれ(イギリスの参加の有無を問わず),

西ヨーロッパ関税同盟の可能性考慮の際に不可欠な点として,(i)北欧お

よび地中海諸国の経済ほおおむねイギリスのそれと相互補完的である

が,フランスおよびべネルクス諸国の経済ほ高度に産業化されイギリス

経済とは競合的関係にあること,(ii)関税障壁を除去することは必ずしも

ある種の国内産業は保善しなくてほならないという参加国の意思を除去

することを保障はしないこと,6i)関税同盟には参加諸国の産業政策･課

税システム･社会保障政策･価格および給与統制･産業計画と国有化の

規模と方法といった政策の調整という点で多くの実行上の困難がっきま

とうこと,(iv)関税同盟が意図する経済発展のための資源の効率的配分は,

同時に既存の各国の工業･農業政策の再調整による多くの混乱をも意味

するものであり,多くの国が完全な自由競争による社会的弊害を減らす

べく計画経済的手法の導入を進めているヨーロッパの情勢とはそぐわな

いこと,(Ⅴ)仮にこれらの困難にもかかわらず(イギリスを含まない)西

ヨーロッパ関税同盟が,政治的に実現可能であるならば,それに対して

イギリスも賛成すべきなのかもしれないが,その長期的なイギリスの通

商関係に与える影響の吟味なしで公式の支援を与えることは極めて危険

であり,時期尚早であること,嗣もしイギリスが西ヨーロッパ関税同盟

に参加する場合には直ちに,自治領との関係という重要な政治的･経済

的問題が浮上し,もし自治領諸国が参加しないのであれば,彼らに対し

てヨーロッパ製品ほ非課税であるのに,自治領製品の一部は課税される

ことが,政治的には望ましいことであると納得させるという困難な作業

が必要になり,もし自治領が参加を望むならそれは(農業製品が競合す

るので)アメリカからの了解を得るのが困難であろうということ,むiけ

メリカが自らの排除されるような関税同盟あるいは特恵関税システムを

本当に支持してくれるのかどうか,という点を列挙した｡その上で彼ら

は,現在進行中のITO交渉の枠組みの中での選択的な関税の漸進的減少
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こそが最も現実的なアプローチであると主張し,各国の経済政策の調整

のための場は関税同盟によらずとも,あくまでもITOの枠内で得られる

可能性のあることを指摘し,イギリスのヨーロッパ関税同盟への参加へ

の反対の意思を再度明確にした(41)｡

もちろん,この覚書がかかれた時点ではまだマーシャル･プラン実行

のためのアメリカおよびヨーロッパ諸国の間のやりとりは始まったばか

りであり,次章で見てゆくように,マーシャル･プランの枠内で発足す

るヨーロッパ関税同盟研究部会におけるイギリス政府としてとるべき立

場をめぐって外務省と経済官庁の間にはなお長々と論争は続いてゆくの

である｡
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